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第2章庶民の幸福(7)
2.1. 誰の欲求充足か
ヒュー ムは， I商業について」というエッセイの中で， I被治者の幸福を無視した
統治は拙劣な統治形態である」と述べている。
「構成員の聞に富の配分にかんし過度の不平等が存在する場合それはいかなる国
家をも弱体にします。できることなら，構成員のひとりひとりがすべてその労働
の成果を享受し，生活必需品についてはそのすべてにわたって不自由なく十分に
所有し，また，生活便宜品にかんしてはその多くを所有するというふうであるべ
きです。」
これに続いて，次のように述べられている。
「富の配分におけるそのような平等が人間的自然に最も適っていること，そして，
そうした平等によってもたらされる富者の幸福の減少分と貧者の幸福の増加分と
を比べるならば，前者の方がはるかに僅少であること，このことを疑い得る人聞
はひとりもおりません。」
富者が一定の欲求充足を犠牲にして貧者の欲求充足を促進することによって幸福
の総量は増える，という主張である。富者から貧者への所得移転の是非を正面から
論じた著作は少ない。ピグウ『厚生経済学』はその少ない例外のひとつである。
(1) Hume， David: Of Commerce， in: Dαvid Hume-The Philosophicαl 1司Torks，Vol.il， pp. 
296-297. (小松茂夫訳『市民の固について・下』岩波文庫，昭和57年， 24頁)。
(2) Hume， David， ibid.， p.297. (同上， 24頁)。
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2.2. ピグウの取り組み
2.2.1. 国民分配分とその極大北条件
(1)経済的厚生と国民分配分
ピグウは「厚生 (welfare)Jについて論じている。この「厚生」は「欲求充足
(satisfaction of desire) Jとほぼ同義である。厚生全体について論じることは困難で
ある。そこでピグウは，議論の範囲を「経済的厚生 (economicwelfare) Jに限定
する。そして，この経済的厚生とは，厚生全体の内で，直接的にか或いは間接的に，
貨幣という尺度に関連づけ得る部分である。勿論，経済的厚生と全体的厚生 (total
welfare)は同じものではない。しかし，ある原因が経済的厚生に影響を与える場
合，即ち，ある原因が経済的厚生を増大(減少)させる場合，通常は，その原因が
全体的厚生を増大(減少)させる，とピグウは言う。
「或る原因が経済的厚生に及ぼす影響をわれわれが確認した場合に，われわれは
この影響をば，厚生全体に対する影響と比べてみて，その大きさにおいて異なる
とも，おそらくその方向において相等しいものとみなしてよいであろう。」
かくして，議論の範囲を経済的厚生に限定することは正当化される，というので
ある。
さて，ある社会の経済的厚生は次のように定義されている。
〔ある社会の経済的厚生J= 
〔国民分配分 (nationaldividend)の使用から生じる満足 (satisfactions)J一
〔その分配分を作り出すに際して生み出される不満足 (dissatisfactions)J 
上記方程式に登場する国民分配分は次のように定義されている。
〔国民分配分J= 
〔人々が貨幣所得をもって購入し得るあらゆるものJ+ 
(3) Pigou， Arthur C.: The Economics of Welfare， Macmil1an， London 1920， 4th ed. 1932， 
reprinted 1962， pp. 10-11. (気賀健三・千種義人・鈴木諒一・福岡正夫・大熊一郎訳『厚生経
済学』東洋経済新報社，昭和28年一30年，第1分冊， 12-13頁)。
(4) Pigou， Arthur C.， ibid.， p.20. (向上， 24頁)。
(5) Pigou， Arthur C.， ibid.， p.85. (向上， 106頁)。
(6) Pigou， Arthur C.， ibid.， p.34. (同上， 41頁)。
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〔人々が家屋から得る用役〕
(2)国民分配分に関しての主要命題
『厚生経済学J第1部の第7章並びに第8章で，ピグウの議論の核を成す2つの
命題が提示されている。
命題A:貧者に帰する分配分が減少しないとすれば，総国民分配分の大きさの増
加は，それが他のいかなるできごととも関係なしに起るかぎり，経済的
厚生の増加を意味する。
命題B:貧者の手に入る実質所得の分け前の絶対額を増加させる原因は，それが
どの見地から見ても国民分配分の大きさを縮小させるに至らないとすれ
ば，いずれも一般に経済的厚生を増大させる。
(3)国民分配分の極大化条件
現実の世界に於いては，国民分配分の増減に影響を及ぼす要因は所得分配にも影
響を及ぼすであろう。しかし， I国民分配分の増減」と「所得分配の変化」を同時
に取り上げることには非常な困難が伴う。そこで，ピグウは両者を別々に論じてい
る。
『厚生経済学』の第2部で，国民分配分を極大にする条件が論じられている。社
会的限界純生産物の価値 (thevalues of the marginal social net products)があら
ゆる用途に於いて等しくなる資源配分が実現された時に，国民分配分は最大になる
のである。国民分配分の極大化条件が明らかにされた後，いかなる要因によってこ
の条件の実現が妨げられるか，またその際いかなる措置が講じられるべきか，が論
じられているO 以上が先の命題Aに関する議論である。
2.2.2. 所得分配に関しての 3つの問
2.2.1.(2)で示したピグウの命題B (貧者の手に入る実質所得の分け前の絶対額を
増加させる原因は，それがどの見地から見ても国民分配分の大きさを縮小させるに
至らないとすれば，いずれも一般に経済的厚生を増大させる)の含意を理解するた
めには，次の3つの聞を検討する必要がある。
(7) Pigou， Arthur C.， ibid.， p.82. (向上， 103頁)。
(8) Pigou， Arthur C.， ibid.， p.89. (同上， 111頁)。
(9) Pigou， Arthur C.， ibid.， p.136. (r厚生経済学j第2分凧 13頁)。
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問1.国民分配分一定の時，貧者の実質所得の増加(或いは，所得分配をより平
等なものにすること)は，経済的厚生を増加させるか?
間2.国民分配分を増加させる要因は，貧者の実質所得を減少させることはない
か?
問3.貧者の実質所得を増加させる施策は，国民分配分を減少させることはない
か?
* * * 
第1の聞から始めることにしよう。第2，第3の聞は2.2.3.で取り扱うことにす
るO
ピグウは， I限界効用逓減の法則(Iawof diminishing marginal utility) Jに基づ
いて，富者から貧者への所得再分配を正当化している。限界効用逓減の法則に従う
なら，ある人の所得が増えるにつれて，その人が一定の所得から得る「ありがた味」
は減る，ということになる。そして，ピグウは次のように述べている。
「比較的富裕な人々から，同じような性格の比較的貧乏な人々に所得のなんらか
の移転が行われるならば，比較的緊切でない欲望を犠牲にして，一層緊切な欲望
をみたすことが可能となるわけであるから，明らかに満足の総和は増大するに違
いない。J(傍点は吉津が付した。)
この文章に続いて，先の命題Bが提示されているのであるO ピグウの命題Bは，
「一定の所得から，貧者は富者よりより大きな経済的厚生を引き出し得るJという
想定に依拠している。この想定は， 2.1.で見た「富者が一定の欲求充足を犠牲にし
て貧者の欲求充足を促進することによって幸福の総量は増える」というヒュームの
主張と同根のものである。
しかし，ここでの推論の難点は， Iある人の所得が増加するにつれて，その人が
一定の所得から得るありがた味は減る」という命題と， I一定の所得から，貧者は
富者よりより大きな経済的厚生を引き出し得る」という命題の聞に存在する講義が
十分に認識されていない，ということである。こうした認識の欠落がもたらす混乱
については， 2.3.で詳しく論ずることにする。
(10) Pigou， Arthur C.， ibid.， p.89. (r厚生経済学』第1分冊.111頁)。
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* * * 
上記の難題は先送りにするとすれば，差し当りは，次のような結論が得られるこ
とになろう O
欲求の充足(或いは厚生)は， 1.1.で見た如くに，善である。そして，功利主義
の原理に立つ限りは，欲求充足の総量(或いは総経済的厚生)を増大させる「富者
から貧者への所得移転」は，善い行為であり，遂行さるべき行為だということにな
る。
しかし，所得移転は国民分配分に影響を与えることはないのか，という疑念が生
じてくる。かくして，我々は再び「国民分配分の増減」と「所得分配の変化」の関
係の仕方，という難題に引きもどされるのである。
これは，先の問2並びに問3を検討する，ということに他ならないのである。
2.2.3. 国民分配分と労働者の実質賃金
「問 2.国民分配分を増加させる要因は，貧者の実質所得を減少させることはな
いか?J I問3.貧者の実質所得を増加させる施策は，国民分配分を減少させるこ
とはないか?J一一一この 2つの聞に取り組むことにしよう。それが『厚生経済学』
第4部の主題である。
富者 (richpersons) と貧者 (poorpersons)の聞に国民分配分がいかに分配さ
れているか，を直接分析するための装置は経済学に存在しない，とピグウは言う。
そこで彼は， I賃金所得者 (wage-earners)Jを「貧者」の代表とみなし， I賃金所
得者の所得Jと「労働という生産要素の報酬」を同ーのものとみなす，という提案
をする。こうすることによって，経済学では周知の分析方法が適用可能になる。
かくして，先の問2並びに間3は，次のように書き改められる必要がある。
問2'国民分配分を増加させる要因は，賃金所得者の実質所得を減少させること
はないか?
問3'賃金所得者の実質所得を増加させる施策は，国民分配分を減少させること
はないか?
(1)資本，労働，発明
(1) Pigou， Arthur C.， ibid.， pp. 656-658. (W厚生経済学j第4分冊， 16-18頁)。
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間2'から見て行くことにしよう。ピグウによれば，国民分配分の大きさに影響
を与える要因の内で最も重要なのは， (j)資本， (ii)労働， (出)発明である
(r厚生経済学』第4部第3章~第4章)。
資本の供給の増加とは，人々が進んで労働の果実に対する待望 (waiting) を一
層多くすると共に，これらの果実を不確実性 (uncertainty)の前に一層多く曝し
ておこうとすることを意味している，とピグウは言う。資本の供給増加についての
ピグウの結論は次の通りである:①資本の供給増加は国民分配分を増加させ，また
②資本の供給増加によって賃金所得者の実質所得が減少するということは起り得な
1t'。
次に労働について見ることにしよう O 労働の供給増加を扱うに際しては，①労働
者数の増加と，②労働者の平均的な能力(生産性)上昇とを区別しなければならな
しと)労働者数が増加する時には， (j)国民分配分は増加し，且つ(i )労働者階
級の総実質所得は増加するが， (出)労働者1人当りの実質所得は減少する。他方，
労働者の平均的な能力の上昇が起る時には， (i)国民分配分は増加し，且つは)
労働者階級の総実質所得は増加し，更に(出)労働者1人当りの実質所得も増加す
る。
最後に，発明のもたらす影響を検討することにしよう。ピグウは発明を，①資本
節約的発明 (capital-savinginventions) ，②労働節約的発明(Iabour-saving
inventions) ，③中立的発明 (neutralinventions)，の 3つに区分している。ある
発明がある産業で適用された時に労働に対する資本の比率 (theratio of capital to 
labour)が低下する場合には，この発明は資本節約的発明と定義される。この比率
を上昇させる発明は労働節約的発明である。この比率に変化を生じさせない発明は
中立的発明である。
発明に関してのピグウの推論は次のような形で進んで行く:( i)大多数の発明
は労働節約的発明である。しかし， (泊)大多数の発明は労働者の実質所得を上昇
させる。というのも， (温)労働者が通常購入する財の相対価格は発明によって引
き下げられるからであり，その上に， (iv)ある種の発明は富者の新しい消費を喚
ω 日gou，Arthur C.， ibid.， p.658. (向上， 18-19頁)。
同日gou，Arthur C.， ibid.， p.662. (向上， 23頁)。
(14) Pigou， Arthur C.， ibid.， pp. 664-667. (向上， 26ー30頁)。
同 Pigou， Arthur C.， ibid.， p.674. (向上， 37-38頁)。
同 Pigou， Arthur C.， ibid.， p.675. (向上， 39頁)。
同 Pigou， Arthur C.， ibid.， p.680. (同上， 44頁)。
(18) Pigou， Arthur C.， ibid.， pp. 676-677. (同上， 40頁)。
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起し，その結果，富者からの資本供給が減少し，そのことによって国民分配分の内
の富者の取り分が減少するかもしれないからである。
* * * 
発明に関してのピグウの推論は妥当性を欠く，と筆者は考えている。もしピグウ
が，大多数の発明は労働節約的発明である，と主張するのであれば， r結局の所，
発明は労働者階級にとって有害なものであった」と結論すべきであった。大多数の
発明は労働節約的発明〔マルクスの用語では可変資本 (variablesKapitaI)節約的
発明〕であり，労働者階級に不利に作用したという議論を，マルクスは徹底的に利
用し尽くしたのである。 3.1.でこの点を詳しく論ずることにする。
発明に関してはピグウもマルクスも誤っている，と筆者は考えている。
(2)購買力の移転
問3' (賃金所得者の実質所得を増加させる施策は，国民分配分を減少させるこ
とはないか?)に取り組むことにしよう。
賃金所得者の生活水準を引き上げる方法としては，①法令等を通じての賃金の強
制的引き上げ，②雇用促進のための助成金の交付，③主として賃金所得者が購入す
る財の価格を市場価格以下に据え置くための補助金の支給，④賃金所得者への購買
力の移転等が考えられる。ここでは，④賃金所得者への購買力の移転を取り上げる
ことにする。
賃金所得者への購買力の移転という施策が国民分配分に与える影響を論ずるに当
って，少なくとも， r課税の効果J，r怠惰・浪費に及ぼす効果J，r賃金所得者の能
力Jの3つについて検討する必要がある。
まず第 1に，賃金所得者に購買力を移転するためには，何らかの財源を見っけな
ければならない。もし，必要な財源が累進所得税や相続税によって賄われるのであ
れば，国民分配分は相当程度減少するであろう。なぜなら， (i)富者は国外へ移
住するかもしれず， (日)資本の圏外逃避が起るかもしれず， (出)富者の勤労意欲
(20) 
は抵下するかもしれず，そして， (iv)貯蓄の減少が起るかもしれないからである。
第2に，賃金所得者への購買力移転という施策を実施するならば，賃金所得者の
同 Pigou， Arthur C.， ibid.， pp. 678-679. (向上， 43頁)。
同 Pigou， Arthur C.， ibid.， pp. 714-718. (向上， 85-89頁)。
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間に怠惰と浪費が広がるかもしれない。とはいえ，怠惰と浪費に対しては中立的で
ある購買力移転のみならず，怠惰と浪費を抑制する購買力移転も考え得るのである
から，賃金所得者への所得移転によって，どの程度怠惰と浪費が助長されるかは一
義的に決められない。
第 3に，賃金所得者に移転された購買力が， (j)訓練， (五)疾病治療， (iu) 
教育等に用いられるなら，賃金所得者の平均的能力は上昇して，国民分配分も増加
するであろう。
2.3. ロビンズの批判と新厚生経済学
2.3.1. ロビンズの批判
(1)キ一概念としての「限界効用逓減の法則J
所得(再)分配に関してのピグウの結論は次の通りであるO
結論1 賃金所得者への所得移転が行われるなら，国民分配分が縮小する可能性
がかなり高い。
結論2 しかし，賃金所得者の実質所得の増加は社会の経済的総厚生を増大させ
るので，我々は一定の範囲内で賃金所得者への所得移転を行うべきであ
る。
ピグウの議論の核は「限界効用逓減の法則」にある。ロビンズはピグウの議論を
1231 
次のように整理し直している。
1.限界効用逓減の法則は，人が何かを持てば持つほど，彼はその付加単位を益々
小さく評価する，ということを意味する。
2.それ故，人がより多くの実質所得を持てば持つほど，彼は所得の付加単位を
益々小さく評価する，と言われる。
3.それ故，富んだ人の所得の限界効用は，貧しい人の所得の限界効用よりも小さ
し冶。
包1) Pigou， Arthur C.， ibid.， pp. 720-736. (向上， 93-113頁)0 
回 Pigou， Arthur C.， ibid.， pp. 746-753. (向上， 123-132頁)0 
凶 Robbins，Lionel: An Essαy on the Natureαnd Significance of Economic Science， 
Macmillan， London 1932， 2nd ed. 1935， p.137. (辻六兵衛訳『経済学の本質と意義』東洋経
済新報社，昭和32年， 206頁)。
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4.それ故，所得移転が為され，しかも，この所得移転が生産にきしたる影響を与
えないのであれは，総効用は増大するであろう。
5.それ故，かくの如き所得移転は「経済学的に正当化」される。
ここで用いられている「効用Jは「欲求充足」とほぼ同義である。上の第2命題
は「ある人の所得が増加するにつれて，その人が一定の所得から得るありがた味は
減るJということを意味しているのに対して，第3命題は「一定の所得から，貧者
は富者よりもより大きい欲求充足を引き出す」ということを意味している。
(2) r貧者の欲求充足」と「富者の欲求充足」を比べることはできるか?
限界効用逓減の法則を受け入れる限り， rある人の所得が増加するにつれて，そ
の人が一定の所得から得るありがたみは減るJという命題を受け入れなければなら
ない。しかし，ここから， r一定の所得から，貧者は富者よりもより大きい欲求充
足を引き出すjという命題との聞には超え難い構が存在する，ということをロビン
(24) 
ズは指摘する。
ある貧者が，ピグウの論法に従って， r自分が満たそうとしている欲望はより一
層緊切なものである故に，自分は，一定の所得から富者よりもより大きい欲求充足
を引き出す」と主張したとしよう。これに対して，ある富者が， r自分の感受性は
先の貧者の感受性とは比べものにならぬくらい鋭いので，自分の方こそが，一定の
所得から，先の貧者よりもより大きい欲求充足を引き出すことができる」と反論し
たらどうであろうか?
こうした富者の反論を科学的に論駁することは不可能である，というのがロビン
ズの指摘する所である。
2.3.2. 新厚生経済学
ロビンズが『厚生経済学』に加えた批判を論破することは不可能であろう。かく
して，厚生経済学は新たな展開を見ることになった。ヒックスは，①ある人の地位
が，他の人々の欲求充足に損害を与えることなしに，改善される場合と，②ある人
の地位が，他の人々の犠牲に基づいて改善される場合，とを区別する。そして彼は，
自らの知的営為を①のみに限定しようとする。ヒックスによって打ち出されたもの
制oRobb担s，Lionel， ibid.， pp. 137-140. (向上， 206-210頁)。
伺 Hicks，John R.: The Foundations of Welfare Economics， 1939， in: Wealth and Welfare一
Collected Essα:ys on Economic Theory， Vol. 1， Basil Blackwell Oxford 1981， pp. 61-64. 
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を「新厚生経済学」と呼ぶなら，新厚生経済学は次のような特徴を持つことになる。
1.新厚生経済学に於いては， r貧者の欲求充足」と「富者の欲求充足」の比較を
科学的に行い得る可能性が否定される。
2.新厚生経済学に於いては， r貧者の欲求充足」と「富者の欲求充足」を比較す
るという問題は回避される。即ち，ある社会に於ける個々人の重要性を評価す
る，ということが回避されるわけである。
2.3.3. 新厚生経済学はマルクス主義者に対抗できるか?
ヒックスの論法に従うなら，ある人の地位が他の人々の欲求充足に損害を与える
ことなしに改善された場合，事態は文句なしにより良好な方向に向った，というこ
とになる。ほんとうにそうだろうか?
富者の地位が不変のまま，貧者の生活水準が引き上げられたような場合は，確か
にヒックスの言う通りかもしれない。しかし，貧者は飢餓親上をさまよい続けてい
る一方で，富者の生活が益々豪勢なものになって行くという場合はどうであろう
か?
資本主義体制の下では，労働者階級は最低の生活を強いられ続けているのに，資
本家のみが益々豊かになって行くというのが，マルクスが『資本論』第1巻(1867)
で描き出した経済像である。 (3.1.で，マルクスのこの議論を検討する。)こうした
はたじるL
マルクスの命題を旗標に掲げるマルクス主義者に直面させられた時， r新厚生経済
学」派の敗北は必至であろう。
2.4. rより望ましい」社会とは
2.4.1. ロビンズの真意
「より望ましい」社会とは何か，といった間に答えを出そうとすれば，ある社会
に於ける個々人の重要性を評価するといった手続なしに済ますことはできない。
『厚生経済学Jを批判したロビンズの主張から何を学び取るべきだろうか。筆者は
次のように考えている。
1976年に出版された『政治経済学一過去と現在』で，ロビンズは，新旧の厚生経
済学に対して次のような論評を加えている。
「初期の厚生経済学 (theearlier Welfare Economics)は変ることなく，満足の等
しい事受能力という仮定を含んだ個人間比較を頼りにしていた。この仮定は，倫
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理的仮定としていかに正しいもので、あったとしても，明らかに観察によっても内
省によっても証明されないものである。やがて，この事実に気づいた，より繊細
で注意深い熟練者達は，いわゆるパレート最適との比較にのみ依拠しているよう
に見える命題だけを，科学的なものとして取り扱うようになった。しかしこれら
の命題も通常は，現実へ適用するための長い道のりを歩んで行く内に，価値判断
を含んだ考察をそれと知らぬ内に無視している，ということが判明する。私は，
純粋に科学的な経済分析と規範的な政策提言 (prescription) を区別することの
重要性を否定しようなどと毛頭考えてはいない。しかし，いずれにせよ私の目か
らすれば，厚生経済学は常に，あちこちからすき間風の入り込んで、来る作りかけ
の家 (avery draughty halfway house)の如くに見えてきた。なぜ境界線を踏み
越えてはいけないのだろうか?我々が政策提言へ進む時，我々以前の古典派経済
学者の如くに，妥当な倫理的並びに政治的前提を，十分に明らかにした上で(古
典派経済学者は常にそうしたわけではなかった)，なぜ用いてはいけないのだろ
うかη(傍点を付した部分は，原文ではイタリツクになっている。)
ロビンズ自身は，必ずしも，ある社会に於ける個々人の重要性を評価し， I貧者
の欲求充足」と「富者の欲求充足」を比較するという作業を行ってはいないけれど
も，それを行うことには何の不都合もないし，また，そうしなければならない，と
(少なくとも『政治経済学一過去と現在』を刊行した時点で)ロビンズは考えてい
た一一筆者はこのように解釈している。
2.4.2. I漁師の社会Jvs. I金脈探し人の社会」
アメリカでの不平等の拡大を論じたエッセイの中で，クルーグマンは，次のよう
(27) 
な2つの社会について考えてみることを提案している。
社会1 人々は漁業で生活を営んでおり 1年の所得は技能と努力によってほぼ
決まる。この社会では所得は平等ではない。腕のいい漁師もいれば，他
人よりも努力する漁師もいる。しかし，その所得にはそれほどの格差は
ない。そして，人々は，自らの手で所得を得たと感じている。
。6) Robbins， Lionel: Political Economy-P，αstαnd Present， Macmillan， London 1976， p.3. 
帥Krugman，Paul R.: The Accidental Theorist And Other Dispαtches fトomthe Dismal 
Science， W.W. Norton & Company， New York 1998， pp. 53-54. (三上義一訳『グロー パル経
済を動かす愚かな人々』早川書房，平成11年， 73頁)。
- 51一
広島経済大学経済研究論集第22巻第4号
社会2:主な所得源は金脈を探すこと，即ち，一山当てることであり，豊かな金
脈を探し当てたごく少数の人間だけが裕福になる。他の人たちは小さな
金脈を見い出し，そして，多くの者が極めて少ない報酬で金脈探しに没
頭する。この社会では所得分配は極めて不平等なものになる。確かに，
努力と技能が成功を左右し，確率的に言えば，金脈探しの能力に優れて
いる人，また金脈探しに長い時間を費した人は，そうでない人よりも成
功する可能性が高い。とはいえ，金脈探しの能力が高く且つ金脈探しに
非常に長時間を費した人ですら，豊かな金脈にめぐりあえないかもしれ
ないのである。
アメリカ人といえども，その多くは，社会2よりも社会 1をより良い社会と考え
るだろうが，一世代前に比べ今日のアメリカは社会2に近づいている，とクルーグ
マンは述べているO
「確かにアメリカ人の大多数は，保守派であろうとなかろうと，後者の社会(社
会2のこと，吉津註)に近い国よりも，前者(社会1のこと，吉津註)に類似し
ているほうがよりよい社会だと本能的に思うだろう。しかし，一世代前に比べて
今日のアメリカは，優しい漁師の社会であるよりも，金脈を探し求める厳しい社
(28) 
会に近いことは疑いない。」
2.4.3. 第3章以下の課題
これまでの議論を整理してみよう O
1.資本主義体制と社会主義体制の優劣争いは，社会主義体制の自滅という形で決
着がついたとはいえ，資本主義体制も完壁なものとは言えない(序章)。
2.資本主義体制を支える制度的支柱は私有財産制度と市場であり，これらの制度
によって，利己心に根ざした人々の経済活動が経済発展へと方向づけられて行
く(第1章)。
3.スミス(1.3.3.)も，ヒューム (2.1. )も，そして，クルーグマン (2.4.2.) 
も，庶民の生活水準の向上を望ましいことだと考えている。
4.しかし，庶民の生活水準の向上は善である，或いは，庶民の生活水準の向上を
同 Krugman， Paul R.， ibid.， p.54. (同上， 73ー74頁)。
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もたらす施策は善である，ということを正当化するのは容易で、はない。それを
正当化するのに， r富者が一定の欲求充足を犠牲にして貧者の欲求充足を促進
することによって幸福の総量は増える(ヒューム:2.1.) Jといった命題や，
「一定の所得から，貧者は富者よりより大きな経済的厚生を引き出し得る(ピ
グウ:2.2.2.) Jといった命題に依拠することはできない。
以上を受けて，第3章以下では，次の 3つの論点に取り組むことにしよう。
論点 1 私有財産制度と市場を制度的支柱とする資本主義体制は，クルーグマン
の言う「漁師の社会」に近いものとなるのか，それとも「金脈探し人の
社会」に近いものとなるのか?第3章)
論点2: r金脈探し人の社会」に於いては言うまでもなく， r漁師の社会Jに於
いですら，自らの力で所得を稼げない人(例えば，高齢のために漁に出
られなくなった元漁師)が存在するであろう。こうした人々をどう処遇
すべきか?第4章)
論点3:所得分配に関して何らかの政策提言を為し得るか?為し得るとして，そ
れを正当化することはできるか?第5章)
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